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期間限定複数年度

( 年度～ 年度）

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

見込

実績

見込

実績

見込

実績

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

01 02 01 06 大事業 中事業

07 01

1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

0

0

0

0

8

8

千円

千円

千円

千円 千円（予　算） 食糧費 10 （決　算） 食糧費 0

非常勤職員報酬(委員報酬) 102 非常勤職員報酬(委員報酬) 0 千円

千円

支出事業内容 消耗品費 30 支出事業内容 消耗品費 0 千円

主　な 旅費 費用弁償 13 主　な 旅費 費用弁償 0

-254 

最終予算額 155 千円 予算執行率 0.0% トータルコスト(A+B) 484 502 168

人件費計(千円)(B) 473 421 168 411

577 577 -335 

0

延べ業務事務時間 135 126 50 120 120 -76 
財源名称

従事正職員人数 1 1 1 1 1

166 合計(A) 11 81 0 166

411

81 0 166 166 -81 

合計 24 147 155 166 166 -81 

一般財源 24 147 155 166 166 一般財源 11

その他特財

0

その他特財 0

町　債 町　債

県支出金

0

県支出金 0

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 国庫支出金

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

一般会計 総務費 総務管理費 企画費 地域公共交通会議開催費 00265

7 7 4 4

5 6 3

３．事務事業の予算・コスト概要

100.0% 14.3% 14.3% 20.0%

ウ 交通会議の開催 → ウ 開催回数(書面開催含む)

イ 広報等 → イ 広報手段数 種類

100.0% 85.7% 42.9% 75.0%

回

5

5 7 7 5 5

5 1 1

100.0% 60.0% 0.0% 0.0%

件

9 5 5 3 3

9 3 0

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 路線や運賃等の見直し → ア 見直し件数(合意件数)

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100 100 100 100 100

100 100 100ウ 出席者に合意してもらう → ウ 合意した割合 ％

イ 多くの人に利用してもらう → イ
路線バス・乗合タクシーの利用者数
(中鉄北部バスの津山‐石越線除く)

92.2% 79.6% 74.1% 74.1%

人

18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

16,593 14,329 13,343

60 60

33 36 39

55.0% 60.0% 65.0% 65.0%

ア 利用者に満足してもらう → ア 路線バスに満足している人の割合 ％

60 60 60

14 15 16

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ 交通会議構成員 → ウ 委員・専門員 人

4 4 4

14 16 16

4 4

4 4 4

16 16

イ バス、タクシー事業者 → イ バス・タクシー事業者 社

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア 有償旅客運送バスの利用者 → ア 町民人口 人
12,754 12,143 11,993 11,800 11,627

12,754 12,652 12,497

単年度繰返し 一般乗合旅客自動車運送事業にあっては運賃等の届出を、自家用有償旅客運送に
あっては道路運送法第79条により登録の申請を行うことができるとされているが、い
ずれも「関係者の合意」がなされていることが前提となる。「関係者」とは、道路運送
法第9条第4項に定めており、その合意を行うための手段として、地域公共交通会議
を開催している。
令和３年度はコロナの影響で3回開催したがすべて書面開催とした。

昭和26年の道路運送法の施行に伴い設置義務
が発生し、鏡野町では平成19年4月1日付で「鏡
野町地域公共交通会議設置要綱」が施行され
ている。
令和元年度には同要綱を改正し、令和2年度よ
り「法定協議会」に移行した。単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

日笠　雄策

施策名 公共的交通機関の充実 根拠法令等
道路運送法第9条4項、道路運送法施行規則第9条2，3項
地域公共交通活性化及び再生に関する法律

00265
政策名 快適な生活環境の里づくり 係名 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 地域公共交通会議開催費 所管課名 まちづくり課 年度課長名 柳井　和彦

令和 3 年度　事後評価・決算 簡易 令和4年11月 作成


